
Economic Indicators  

 

 

2026年 6月 19日 

 

 

 

 

1/3 

消費者物価指数（全国・2026 年 5 月） 
～足元では落ち着きも、先行きは上振れの公算大～ 
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前月から上昇率は変わらず、引き続き落ち着いた動き 

本日総務省から発表された 26年５月の全国消費者物価指数では、生鮮食品を除く総合（ＣＰＩ

コア）が前年比＋1.4％と、前月と同じ上昇率となった。市場予想通りの結果であり、サプライズ

はない。石油製品が前年の裏もあって下落幅が縮小した一方、食料品価格の鈍化が続いたこと

で、ＣＰＩコアの上昇率は前月から変化なしとなっている。食料品価格の鈍化を主因として、イ

ンフレ率はこのところ落ち着きを見せている。イラン情勢悪化に由来する物価上昇品目も目立っ

ておらず、少なくとも５月段階では物価上昇圧力は強まっていない。 

もっとも、これで先行きの上振れリスクが払拭されたわけではない。米国とイランの暫定合意

により原油価格が大幅に下落していることは、先行きの物価上昇圧力を弱める材料であるが、こ

れまでの資源価格上昇や調達難の影響は、企業物価段階における価格上昇としてすでに一部で顕

在化しており、今後、徐々に川下へ波及してくる可能性がある。また、燃料価格の上昇が電気
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25 1月 4.0 3.2 1.5 2.5 4.0 3.4 2.5 1.0 1.9 4.3

2月 3.7 3.0 1.5 2.6 5.9 2.8 2.2 0.8 1.9 6.4

3月 3.6 3.2 1.6 2.9 5.8 2.9 2.4 1.1 2.2 6.1

4月 3.6 3.5 1.6 3.0 6.6 3.4 3.4 2.0 3.1 6.6

5月 3.5 3.7 1.6 3.3 5.2 3.4 3.6 2.1 3.3 5.4

6月 3.3 3.3 1.6 3.4 0.0 3.1 3.1 1.8 3.1 ▲ 0.9

7月 3.1 3.1 1.6 3.4 0.3 2.9 2.9 1.7 3.1 ▲ 0.1

8月 2.7 2.7 1.6 3.3 1.6 2.5 2.5 1.5 3.0 1.8

9月 2.9 2.9 1.3 3.0 1.3 2.5 2.5 1.0 2.5 1.8

10月 3.0 3.0 1.6 3.1 0.9 2.7 2.8 1.6 2.8 0.9

11月 2.9 3.0 1.6 3.0 0.3 2.7 2.8 1.6 2.8 ▲ 0.1

12月 2.1 2.4 1.5 2.9 ▲ 3.8 2.0 2.3 1.5 2.6 ▲ 4.5

26 1月 1.5 2.0 1.3 2.6 ▲ 9.7 1.5 2.0 1.4 2.4 ▲ 12.1

2月 1.3 1.6 1.4 2.5 ▲ 10.5 1.5 1.8 1.5 2.5 ▲ 12.4

3月 1.5 1.8 1.4 2.4 ▲ 2.6 1.4 1.7 1.4 2.3 ▲ 0.1

4月 1.4 1.4 1.1 1.9 ▲ 4.8 1.5 1.5 0.9 1.9 ▲ 7.3

5月 1.5 1.4 1.1 1.8 ▲ 2.2 1.4 1.3 0.7 1.6 ▲ 5.5

(出所）総務省統計局「消費者物価指数」

全国 東京都区部
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代、ガス代に遅れて波及することも、先行きの物価上振れ要因となり得る。足元の物価上昇率は

落ち着いているものの、先行きについてはなお上方向のリスクを意識しておく必要がある。 

 

食料品価格の鈍化が続く 

電気・ガス代は前月からほぼ変わらずとなった（電気・都市ガス代の前年比寄与度：４月▲

0.15％Pt → ５月▲0.14％Pt）。電気・ガス代補助が４月まででいったん終了したことで前月比で

は＋4.9％と大きく上昇したが、昨年も同じ時期に終了していたことから、前年比での影響は限ら

れた。なお、政府は７～９月にかけて電気・ガス代補助を復活させることを表明している。これ

により８～10月分のＣＰＩは押し下げられることになるだろう（（最終版）電気・ガス代補助の物

価への影響 ～CPIコアを▲0.5～▲0.6％Pt、前年比で▲0.2～▲0.3％Pt押し下げか～ | 新家 義

貴 | 第一ライフ資産運用経済研究所）。 

食料品（生鮮除く）は前年比＋3.5％（前年比寄与度：＋0.90％Pt）と前月の＋4.1％（同寄与

度：＋1.06％Pt）から鈍化した。食料品（生鮮除く）の前月比は＋0.2％と上昇が続いているが、

昨年ほどの勢いはみられず、前年比でみればピークアウト感が鮮明となっている状況は変わらな

い。今月は、米類が前年比▲4.9％（４月＋0.6％）と、22年 11月以来の前年割れとなったことが

目につく。 

エネルギー以外のコアコア部分は、日銀版コア（生鮮食品及びエネルギーを除く総合）が前年

比＋1.8％（４月：＋1.9％）、米国型コア（食料及びエネルギー除く総合）は前年比＋1.1％（４

月：＋1.1％）となった。日銀版コアは食料品価格鈍化の影響で上昇率がやや縮小、米国型コアは

変わらずとなっている。品目別にみても、特段イラン情勢悪化の影響で大きく上振れている品目

が目立っている状況ではない。少なくとも５月段階では物価の加速はみられておらず、落ち着い

た動きが続いていると判断される。 

なお、５月の東京都区部ＣＰＩの下振れにつながった水道料については、全国では前年比▲

4.7％（前年比寄与度：▲0.05％）となった（４月：前年比▲1.5％、寄与度▲0.02％Pt）。水道基

本料金無償化は東京都独自の政策であるため、全国でみると影響が薄まっている。 

 

先行きは上昇率が再び高まる可能性大 

先行きについては、物価上昇率が再び高まる可能性が高いとみている。米国とイランの暫定合

意を受けて原油価格が大幅に下落していることは、先行きの物価上昇圧力を弱める材料である。

コスト上昇圧力が弱まることで価格転嫁が抑制されることに加え、電気・ガス代への将来的な上

昇圧力も以前よりは抑えられる可能性が高まった。 

ただし、これまでの資源価格上昇や調達難の影響は、企業物価段階における価格上昇としてす

でに一部で顕在化している。今後、こうしたコスト上昇が徐々に川下へ波及すれば、消費者物価

の上振れにつながる可能性がある。また、燃料価格の上昇は電気代、ガス代に遅れて波及するた

め、足元の原油価格下落だけで、秋から冬にかけてのエネルギー価格上昇リスクが消えたとみる

のは早計である（電気代はいつ上がるのか ～電気代が秋から冬にかけて大きく上昇する理由。支

https://www.dlri.co.jp/report/macro/612294.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/612294.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/612294.html
https://www.dlri.co.jp/report/macro/617654.html
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援延長・拡充が論点に～ | 新家 義貴 | 第一ライフ資産運用経済研究所）。 

このように、米イラン合意と原油価格下落により、物価の上振れリスクは以前よりも低下し

た。ただし、既往の資源価格上昇や調達難の川下への波及、企業の価格転嫁姿勢がかつてに比べ

て強まっていること、燃料価格上昇が電気・ガス代へ遅れて反映されること、などを踏まえる

と、先行きの物価はなお上方向を意識しておく必要がある。ＣＰＩコアは夏～秋にかけて再び前

年比＋２％を上回り、その後も徐々に上昇率を高める可能性があると予想している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所）総務省統計局「消費者物価指数」
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